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１ ．本稿の目的
　筆者は，かつてイギリス2006年会社法における取締役の一般的義務（the 
general duties of directors）について，受託者的義務（fiduciary duty）と非受託者
的義務（non - fiduciary duty）の観点を中心に検討を行い，この検討を通じ，
「no conflict rule」と「no profit rule」に基づく「禁止的義務（proscriptive 
duty）アプローチ」を多くの受認者（fiduciary）類型に適用可能なものとして，
「指示的義務（prescriptive duty）アプローチ」と比較した上，支持したが，本
1）
拙稿「イギリス会社法における取締役の受託者的義務」京都学園法学63号（2010年）43頁以下。
ここで，「禁止的義務（proscriptive duty）アプローチ」とは，受託者的義務が，「no conflict 
rule」と「no profit rule」に基づき，明確に制限され，不忠実を禁止する自己利益否認のアプ
ローチを指し，幅広くある行動を受認者に要求する「指示的義務（prescriptive duty）アプロー
チ」と対立する見解をいう。北アメリカ以外では，受託者的義務を，禁止的義務と捉える論者が
多いと思われる。例えば，Peter Birks ‘The Content of Fiduciary Obligation’ [2002] 16 TLI 34; 
Robert Flannigan ‘Fiduciary Duties of Shareholders and Directors’ [2004] JBL 277; Matthew 
Conaglen, Fiduciary Loyalty (Hart Publishing, 2010). なお，アメリカにおいて，信託法における
受託者の義務が，fiduciary duty として会社の取締役の義務として移植された過程を跡づけたも
1）
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稿は，受認者規制の法理が広く私法体系全体に及んでいると考える信認
法（fiduciary law）的観点から，「禁止的義務アプローチ」を前提に，会社法の
隣接分野として，イギリス法における被用者（employee）の使用者（employer）
に対する受託者的義務に焦点を当てるものである。イギリス判例法は，被用者
と使用者の間に信認関係が生じる場合があり，被用者が受託者的義務を負う場
合があることを認めている。
　被用者に対する受託者的義務違反の請求は，近年急激に増加しているとされ
るが，これは原告たる使用者が，被用者の契約違反や不法行為とともに，受託
者的義務違反があるとして，衡平法（equity）による救済である差止命令
（injunction）や利得のアカウント（account of profits）などを求めて訴訟を提起
2）
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5）
6）
のとして，工藤聡一「法概念移植の帰趨─信認義務に関するニューヨーク州会社判例法の経験
─」日本法学75巻 3 号（2010年） 3 頁以下。
直近の信認法に係る代表的著作として，Tamar Frankel, Fiduciary Law (Oxford University 
Press, 2011)。また，日本における先行研究として，植田淳『英米法における信認関係の法理』
（晃洋書房，1997年）。
厳密には，「被用者（employee）とは，「雇用契約を締結し，または雇用契約に基づいて働く
者」をいい，「雇用契約（contract of employment）」とは，「明示的であるか黙示的であるかに
かわらず，または（それが明示による場合には）口頭によるか書面によるかにかかわらず，雇傭
契約（contract of service）または徒弟契約（contract of apprenticeship）」をいう（1996年雇用
関係法230条 1 項・ 2 項）。これに対して「労働者（worker）」とは，「⒜雇用契約，または⒝明
示的であるか黙示的であるかにかかわらず，または，（それが明示の場合には）口頭によるか書
面によるかにかかわらず，当該個人がその職業的または営業的事業の顧客ではない契約の相手方
当事者のために，個人的に労働または役務をなし，または遂行することを引き受けるその他の契
約を締結し，または，それらの契約に基づいて労働する（または，雇用が終了した場合は，それ
らの契約に基づいて労働した）個人」（たとえば，最低賃金法54条 3 項）とされており，当該契
約の相手方と顧客の関係にある真の独立契約者等を除いて，労働または役務を提供する全ての者
がその射程に入るとされる（古川陽二「イギリス建設産業の労使関係と労働条件規制」和田肇・
川口美貴・古川陽二『建設産業の労働条件と労働協約─ドイツ・フランス・イギリスの研究─』
（旬報社，2003年）257-261頁）。
PL Davies, Gower and Davies, Principles of Modern Company Law, 8th edn (Sweet & 
Maxwell, 2008), at [16-9]; Nottingham University v Fishel [2000] ICR 1462; Shepherds 
Investments Ltd v Walters [2007] IRLR 110; Helmet Integrated System Ltd v Tunnard [2007] 
IRLR 126.
A Stafford QC & S Ritchie, Fiduciary Duties: Directors and Employees (Jordan Publishing, 
2008): Foreword by Justice Paul Finn, at 83.
被用者が，受託者的義務に違反して行動をした場合，たとえ使用者が損失自体を被らなかった
としても，使用者はそれによって被用者によって生まれた利益を取り戻す権利（いわゆる，利益
の吐き出し）を与えられる場合がある。IDC Ltd v C οο ley [1972]1 WLR 443, [1972] 2 All ER 
162. 利得のアカウント（account of profits）の原則は，被用者にも代理人と同様に当てはまると
される。また，利得のアカウントは，損害賠償・特定履行・差止命令などが妥当な救済を提供で
きない場合の例外的救済であるとされる（John Bowers, Employment Law, 8th edn (Oxford 
2）
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するからであろう。しかし，使用者の利益が過度に重視され，被用者の有する
利益が無視されることのないように，受託者的義務の射程の限界はできる限り
厳格に画されておく必要があると思われる。
　本稿で，このような被用者の受託者的義務に焦点を当てる目的の 1 つは，信
認法の観点から，雇用関係にある被用者がどのような場合に受認者とされ，受
託者的義務を負うのかについて，主要判例及び学術的著作によって検討するこ
とである。学術的著作については，近年，Flannigan のアプローチを援用して
見解を展開している Stafford & Ritchie の言説を参考にする。また 2 つには，
受認者に受託者的義務が課される状況というのは，その者の持つ比較的大きな
裁量や自律性が前提となると思われるが，これは，日本の企業経営の特徴とさ
れるボトムアップの意思決定，被用者への権限委譲が大きいこと，意思決定権
限が企業の各部に分散していることなどを前提とすると，状況的には日本企業
の被用者にもよく合致するため，比較法的観点から興味深いと考えたことにも
よる。
　以下，本稿の検討の順序としては，本章において，受託者的義務の「禁止的
義務アプローチ」と，受託者的義務と黙示の忠実義務（implied duty of loyalty）
の相違について確認する。Ⅱにおいて，主要判例を概観し，イギリス判例法の
現状が，雇用関係を一般的には信認関係とはみなしていないが，二つの関係が
共存する場合があることを認めていること，また，どのような場合にそれが共
存し，被用者に受託者的義務が課されたのか，そのアプローチを確認する。Ⅲ
7）
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University Press, 2009), at 98）。邦語文献では，例えば，木村仁「エクィティ上の損失補償につ
いて」法と政治57巻 1 号（2006年）18-19頁を参照。
Professor Robert Flannigan: University of Saskatchewan, Canada. Flannigan 教授の受託者的
義務の見解は，‘Fiduciary Duties of Shareholders and Directors’ [2004] JBL 277; ‘The Economics 
of Fiduciary Accountability’ (2007) 32 Delaware J. Corp. L. 393;, ‘The [Fiduciary] Duty of Fidelity’ 
(2008) 124 LQR 274などで，明らかにされている。
Stafford & Ritchie, supra note 5.
例えば，伊丹敬之『日本型コーポレートガバナンス─従業員主権企業の論理と改革─』（日本
経済新聞出版社，2000年）65頁。
なお，かつてのイギリスの判例で，契約関係を信認関係とみなしていたものとして，New 
Zealand Netherlands Society ‘Oranje’ Inc v Kuys [1973] 1 WLR 1126; Neary v Dean of 
Westminster [1999] IRLR 228.
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においては，判例法のアプローチに対し Stafford & Ritchie が提案するアプ
ローチを参照し考察を進め，Ⅳにおいて若干の示唆を述べることにしたい。
　「受認者とは，信頼（trust and confidence）の関係が生じる状況で，特定の事
項において他の者のために行動することを引き受けた者である」されるが，本
稿では，雇用関係の文脈において，被用者が受認者とされ，受託者的義務を課
される原理的基準について考察する。このため，被用者に課された受託者的義
務の帰結として，勤務時間外の競業や雇用関係終了後の競業が受託者的義務違
反とされた事例なども存在するが，本稿では，このような具体的事項までは立
ち入らない。
２ ．受託者的義務における「禁止的義務アプローチ」
　禁止的な受託者的義務は，会社の取締役については，例えばその一般的義務
として，2006年会社法175条（利益相反を回避すべき義務），176条（第三者から利
益を受領してはならない義務）などに現れている。むろん取締役の受託者的義務
とまったく同様なものが，被用者に適用されるわけではないが，被用者の使用
者に対する受託者的義務について「禁止的義務アプローチ」の立場からは，後
述する A-G v Blake 事件判決に見られるように，①使用者の利益に，直接的あ
るいは間接的に，対立するか対立するかもしれない，利益を持つか持つ可能性
11）
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Bristol & West Building Society v Mothew [1998] Ch 1, at 18.
Robb v Green [1985] 2 QB 315; Wessex Daries Ltd v Smith [1935] 2 KB 80. 
競業避止義務については，石橋洋「雇用契約と競業避止─イギリスにおける競業避止義務の法
的構成とわが国の理論的課題─」秋田成就編著『労働契約の法理論─イギリスと日本』（総合労
働研究所，1993年）176頁以下，樫原義比古「企業の営業秘密の保護と競業避止契約─アメリカ
の競業禁止条項とイギリスのガーデン・リーヴ条項の比較をめぐって─」摂南法学38号（2008
年） 1 頁以下など。また、雇用契約における営業制限特約について、石橋洋「イギリス法におけ
る営業制限法理の形成過程」常葉謙二・古賀允洋・鈴木佳樹編『国際社会の近代と現代』（九州
大学出版会、1997年）43頁以下。
2006年会社法の条文和訳については，「イギリス会社法制研究会（代表者　川島いづみ早稲田
大学教授）」のものが至便である。175条・176条については，中村信男・田中庸介「イギリス
2006年会社法⑵」比較法学41巻 3 号（2008年）204-205頁。なお，2006年会社法のおける取締役
の受託者的義務は「指示的義務」傾向を持っているため，一般的義務においては，いわゆる注意
義務である174条（合理的な注意，技量および勤勉さを用いるべき義務）のみが「非受託者的義
務」とされ，172条（会社の成功を促進すべき義務）を含め，それ以外は「受託者的義務」とさ
れている（前掲注 1 ），拙稿参照）。
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を回避する義務（no conflict duty），②被用者としての地位による理由によって，
第三者から利益を受領しない，あるいは，無許可の利益を生まない義務（no 
profit duty），の 2 つの否定的義務が導かれよう。
　なお，「指示的義務アプローチ」の見解では，例えば，開示の義務について，
受認者の権利侵害行為を開示させることや，会社にとっての利害関係の情報を
取締役に開示させること，使用者にとっての利害関係の情報を被用者に開示さ
せることも受託者的義務と考える。これに対し，「禁止的義務アプローチ」の
立場では，被用者に使用者に対して利害関係の情報の開示義務が負わされる場
合は，雇用関係への衡平法の働きとしてではなく，雇用契約によって供給され
るものと考える。受託者的義務は否定的な義務の作用であり，積極的義務を供
給することはないとの立場に立つためである。
３ ．受託者的義務と黙示の忠実義務
　受託者的義務と類似するものとして黙示の忠実義務（implied duty of loyalty）
があるの，ここで少しく述べておこう。
　一般に，雇用契約の内容は，明示条項（express terms）と黙示条項（implied 
terms）からなる。明示条項は，その根源にかかわらず，当事者の合意を示す
15）
16）
17）
18）
ただし，被用者は自己の契約違反を開示する義務はないとされている。Sybron Corp v 
Rochem Ltd [1983] ICR 801, CA.
Item Software (UK) Ltd v Fassihi [2005] 2 BCLC 91.
Hanko ATM Systems Ltd v Cashbox ATM Systems Ltd [2007] EWHC 1599 (Ch.), [2007] All 
ER (D) 139 (Jul); Item Software (UK) Ltd v Fassihi; Tesco Store Ltd v Pook [2004] IRLR 618.
黙示条項は，わが国の信義則上の付随義務に近いとされ，この付随義務は，①契約当事者の合
意に根拠を置かず，②法的関係において求められる信義則を媒介に基礎付けられ，③法政策的原
理に支配された義務であり，労働関係の特質と労働法的政策原理を踏まえて確定されるべきもの
であり，④その根拠は，憲法上の基本的人権や労働関係を規律するさまざまの法原則に基礎付け
られなければならないとされる（藤本茂「職場における人権─シティズンシップの一内容」『イ
ギリス労働法の新展開』（成文堂，2009年）288頁，なお，毛塚勝利「労働契約と組合活動の法
理」日本労働法学会誌57号（1981年）38頁，唐津博「労働契約と労働条件の決定・変更」日本労
働法学会編『講座21世紀の労働法⑶』（有斐閣，2000年）53-54頁）。日本法における付随義務と
しては，使用者の安全配慮義務，人員整理に際しての解雇回避措置義務や労働者への説明・労働
者代表との協議義務，労働者の秘密保持義務，競業避止義務，使用者の名誉・信用を毀損しない
義務などが肯定されている（菅野和夫『労働法〔第九版〕』（弘文堂，2010年）80-81頁）。なお，
信認関係の法理が，日本法における信義則・権利濫用の禁止（民法第 1 条）のような一般条項が
果たす機能と同様に，個別の事案における具体的正義の確保のための手段としても機能するとの
指摘に，植田・前掲注 2 ）， 4 頁。
15）
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ものと考えられるが，コモンロー上の黙示条項は，それと対照的に，契約当事
者の暗黙の理解や期待を表わしていることを根拠に正当化されている。イギリ
ス契約法では，黙示条項は①事実による黙示条項（terms implied in fact），②法
による黙示条項（terms implied in law），および③慣習による黙示条項（terms 
implied by custom）の 3 つに区分され，「事実による黙示条項」は，事実から当
事者意思を推定したものであるのに対して，「法による黙示条項」は，法の運
用により編入される条項であるとされる。また，「法による黙示条項」は，そ
れが特定類型の契約関係に読み込まれるべきであると裁判所が考えることによ
り，黙示に編入されるとされる。
　従来，雇用契約における「法による黙示条項」の役割は，使用者の支配指揮
権などの経営特権に対して，被用者の服従，忠実，注意義務を示すことで，使
用者の経営特権に根拠を与えることであった。しかし，近年では，使用者側の
黙示的な相互信頼義務（duty of mutual trust and confidence），協力義務（duty of 
cooperation），誠実義務（duty of good faith）などの被用者の権利保護に繋がるも
のも含め，黙示条項を積極的に認める傾向が強いとされる。なお，大陸法系の
一般原則の枠組みは，雇用契約の主たる債務に付随して補完的か強行的かのい
ずれかであるが，イギリスの雇用契約における黙示条項は，明示条項でもって
排除できるとされ，黙示条項は，法律に定めがある場合を除き，明示条項に劣
後する。
19）
20） 21）
22）
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Edwin Peel, Treitel The Law of Contract, 12th edn (Sweet & Maxwell, 2007), at 223.
Id., at 231.
雇用契約における「法による黙示条項」については，唐津博「イギリス雇用契約法における労
働者の義務」『同志社法学』33巻 4 号（1981年）102頁以下，有田謙司「イギリスにおける黙示条
項と雇用契約観」『九大法学』64号（1992年）95頁以下，山田省三「労働契約と労働条件」秋田
成就編『労働契約の法理─イギリスと日本』（1993年）135頁以下，山川隆一「労使の義務論」秋
田成就編『労働契約の法理─イギリスと日本』（1993年）158頁以下，など。
相互信頼義務は被用者にも課されるものであるが，被用者が使用者に対して負う既に確立され
た忠実義務の内容をそれほど増大させるものではないため，相互信頼義務は専ら使用者の義務と
して位置づけられる傾向にあるとされる（龔敏「イギリス雇用契約における implied terms の新
動向に関する一考察 」九大法学88号（2004年）72頁）。
小宮文人『現代イギリス雇用法』（信山社，2006年）97頁。
Hugh Collins, Employment Law, 2nd edn (Oxford University Press, 2010), at 35. 初版翻訳とし
て，ヒュー・コリンズ（イギリス労働法研究会訳）『イギリス雇用法』（成文堂，2008年）40頁。
19）
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　黙示条項における被用者の主要な義務は，第一には，誠実に使用者に役務を
提供する義務であり，具体的には，協力義務，命令遵守義務，合理的な注意と
技術を用いる義務などを含む。第二には，広く忠実義務（duty of fidelity or duty 
of loyalty）と呼ばれる使用者の利益に忠実であるべき義務であり，具体的には，
賄賂などを受け取らない義務，使用者の秘密情報を開示・使用しない義務，競
業避止義務，一定の事実を開示する義務などが含まれる。なお，雇用法の文脈
においては，一般に，忠実義務と受託者的義務とは，重なり合う部分はあるも
のの，区別されて用いられているとされる。以下の主要判例において検討する
ように，被用者の受託者的義務は，専ら使用者の利益のために行動する私利除
外的義務であるが，雇用法の文脈における忠実義務は，使用者の利益を考慮し
なければならないが，専ら使用者の利益のためにのみ行動しなければならない
ものではない。
Ⅱ　主要判例における受託者的義務の適用アプローチ
１ ．主要判例の概観
　ここでは，被用者の受託者的義務に注目して，その重要判例を概観し，受託
者的義務が適用される場合のアプローチを確認しておく。参照する事例は，⑴
Attorney - General v Blake 事件，⑵ Nottingham University v Fishel 事件，⑶
Helmet Integrated Systems Ltd v Tunnard 事件である。⑴ Blake 事件は，私
法・公法両面でいくつかの争点があるが，ここでは，受託者的義務について
「禁止的義務アプローチ」の傾向を表している一方で，被用者の地位そのもの
25） 26）
27） 28）
29）
30）
小宮・前掲注23），98頁。
Nottingham University v Fishel [2000] ICR 1462: Helmet Integrated Systems Ltd v Tunnard 
[2006] EWCA Civ 1735, [2007] IRLR 126.
[1998] Ch 439 (CA); [2001] 1 AC 268.
[2000] ICR 1462.
[2006] EWCA Civ 1735, [2007] IRLR 126. ただし，本稿で見解を検討する A Stafford QC は，
上訴人 HISL 社の弁護人である。
信認原理は，「受認者に何をしてはならないかを語る。彼が何をするべきかは語らない」とす
る（[1998] Ch 439, at 455）。
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を一般的に受認者としているかにみえる控訴院判決に焦点を当てる。⑵ Fishel
事件高等法院判決は，被用者の受託者的義務に関する近年の重要なリーディン
グケースであり，雇用関係と信認関係の共存や，受託者的義務と黙示の忠実義
務や相互信頼義務の区別などを考える上でも重要なものであり，被用者に受託
者的義務が課される場合の原理的アプローチが提示されている。Fishel 事件判
決のアプローチは，その後，被用者や代理人に関する判決において，イギリ
スやオーストラリアにおいて参照されているが，Fishel 判決アプローチを承認
した初の控訴院判決である⑶ Tunnard 事件を，その代表例の 1 つとして，こ
こでは取り上げる。
（ １ ）Attorney-General v Blake 事件判決
【概要】George Blake 氏は，1944年から1961年まで英国の諜報部員であったが，1951年
以降はソ連のスパイでもあり，二重スパイとして英国を裏切っていた。彼は，過去の詳
細を表した自叙伝を1990年に刊行し，その著書について，少なくとも150,000ポンドを受
け取る出版契約を出版社と行った。彼は，英国政府との契約によって，雇用期間の間に
得られたどんな公式の情報でも公表してはならないという義務を負っていた。英国政府
は，出版以前に，Blake 氏より著書の内容を知らされていなかったが，出版時には，著
書に含まれる情報に既に秘密は存在していなかったため，英国政府は，契約違反による
損害を被っていたことを示すことができなかった。Blake 氏の受託者的義務違反につい
ては，英国政府は，以下のとおり主張した。
　① Blake 氏は，英国政府の被用者であった，②彼は，このため英国政府と信認関係に
あった，③この信認関係は，Blake 氏に，専ら英国政府の利益のために，英国政府によ
って公認された目的で，秘密情報を含めた英国の資産を用いる受託者的義務を生じさせ
ていた，④被告の雇用期間終了後も，受託者的義務は継続していた，⑤この受託者的義
務は，著書の内容の情報の秘密性ではなく，使用者と被用者の間に存在する信認関係に
基づいているため，情報が秘密でなくなった後も，その義務は継続している。
　控訴院は，上記主張①～③は認容したが，関係が終了した以上，受託者的義
31） 32）
PMC Holdings v Smith [2002] EWHC 1575 (QB); Helmet Integrated Systems Ltd v Tunnard 
[2006] EWCA Civ 1735, [2007] IRLR 126; Shepherds Investment Ltd v Walters [2006] EWHC 836 
(Ch), [2007] 2 BCLC 202.
Victoria University of Technology v Wilson [2004] VSC 33; Woolworths Ltd v Olson [2004] 
NSWSC 849, 63 IPR 258.
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務の継続はあり得ないとし，主張の④と⑤は拒絶した。衡平法は，かつての被
用者に元の使用者へ専心の忠実義務を要求せず，また，秘密でなくなった情報
の秘密を維持する義務も課さないとした。結果的に，英国政府による，私法上
の損害賠償請求と受託者的義務違反の請求とも斥けられた。
　判決は，雇用関係における受認者については，以下のとおり説示した。
　「ある当事者が，他人の利益のために行動をすることを試みるか，彼自身を
他人の利益で行動をしなければならない立場に置くときは，常に，これらで最
も重要なものは信頼（trust and confidence）の関係である。使用者と被用者間の
関係は，この特徴を持つ。この種類の受認者の中核となる義務は忠実である。
使用者は，被用者の専心の忠実を受ける権利がある。被用者は誠実に行動しな
くてはならない。彼は信頼に背いて利益を作ってはならない。彼は，彼の義務
と利益が相反するかもしれない立場に自身を置いてはならない。彼は，使用者
へのインフォームド・コンセントなしに彼自身あるいは第三者の利益のために
行動をしてはならない」。
　A - G v Blake 事件控訴院判決は，信頼の関係が，雇用関係の不可欠な条件
であること，被用者は，雇用契約によって，使用者の利益のために行動するこ
とを引き受けていること，被用者が使用者に対し，黙示の忠実義務を負ってい
ることは，判例法上確立していることなどから，無条件に，被用者を典型的な
受認者と捉え，雇用関係を信認関係であるとしているようにも見えた。
　なお，上訴の貴族院判決では，本事例の事実に鑑み，Blake 氏の契約違反に
ついて，利得のアカウントによる救済が認容されているが，雇用関係における
受認者概念などについては，特段の言及はない。
（ ２ ）Nottingham University v Fishel 事件
【概要】Fishel 医師は，人工授精の分野で世界的に著名な専門家であり，1985年パート
タイマーとして Nottingham 大学に勤務した。1991年に，当該大学は不妊症部門を設立
33）
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し，Fishel 医師は，フルタイムの科学技術責任者として任命された。彼の雇用契約には，
有給で外部の仕事を引き受ける場合には，事前に大学当局の許可を得るよう要求する条
項が含まれていた。しかし，Fishel 医師は，大学に雇用されている間，自ら複数の海外
の診療所で仕事をし，患者から支払いを受け，また，他の大学スタッフにも仕事を手伝
ってもらい，彼らに支払う報酬の取決めを行っていた。大学側はこれらの事実を知って
はいたものの，Fishel 医師は許可を得ていなかった。Fishel 医師の給料は当初，不妊症
部門の科学技術責任者として支払われたが，後に，大学教員としての給料額に不妊症部
門に支払われた診療費に対応するボーナス要素を加えるものに変更された。不妊症部門
の成功のため，Fishel 医師の給料が不相当に高額になっていると考えた大学当局は，
Fishel 医師に対し給料の減額を提案し，Fishel 医師もしぶしぶ同意したためである。彼
は，大学に辞職の予告をし，その後辞職した。その後大学は，彼に対し，適切な同意な
しに海外診療所での外部の仕事をしたことについて，契約と受託者的義務に違反して行
動をしていたと主張し，損害賠償あるいは利得のアカウントを求め，訴えを提起した。
　高等法院は，Fishel 医師が，契約の明示条項に違反し，大学の同意を得ない
で外部の仕事に従事していたことを認定したものの，彼が報酬のため海外で仕
事をすることは受託者的義務違反にならないと判示し，大学は Fishel 医師が
海外の診療所で得た利益を取り戻す判決を得ることはできなかった。被用者の
責任は，契約違反によって使用者が被った損害に限定されたが，海外の患者が
イギリスの診療所に来るわけではないため，その損害がゼロとされたためであ
る。
　雇用関係と信認関係について，判決は，「雇用関係の目的は，被用者を，被
用者の犠牲の上に使用者の利益を追い求める義務を負わせる立場に置くことで
はない」し，この意味で，雇用関係は信認関係ではないとする。また，「被用
者は，一般的にそのビジネスの範囲にある全機会の利益を，彼の使用者に与え
ることを約束しているわけではない」とも述べる。
　判決は，A - G v Blake 事件の判旨について，受託者的義務が全ての雇用関
係に適用されると示すつもりはなかったものとし，それは，状況によっては雇
用関係という環境で生ずるか，あるいはそれから生ずるかもしれないことを示
36）
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していた，とする。このため，受託者的義務を雇用関係に認めうるのは，被用
者が自身を通常の契約義務以外に自ら厳格な義務が課される状況に置くという
特定の契約上の義務が存在する特殊な契約的関係がある事実によるとし，その
ような事実が存在する場合は，受託者的義務の範囲は契約条項に現れ，それに
より制限される，とする。
　また，信認の忠実（fiduciary loyalty）の本質を，「自分自身の私利（self -
interest）を否定し，専ら他人の利益のために行動する状況に適用される義務」
とし，「受託者的義務を，誠実義務や忠実義務，あるいは信頼義務と直ちに同
一視しないよう注意すべきである。受託者的義務は，完全に他人の利益のため
に行動すると約束した者に課されるものであり，一方当事者が相手の利益を考
慮しなければならないが，必ずしも相手の利益のために行動する必要はない被
用者の誠実義務，忠実義務，相互信頼義務と同じではない」と述べる。
　なお，被用者の開示義務については，被用者が彼の過去の不法行為や契約違
反を開示する義務がないという確立した原則と同様に，被用者は使用者に，被
用者が契約に違反して外部の仕事を行ったか否か，いつ行ったかを知らせるよ
う拘束されないとし，これを否定している。
　結論的に，「信認関係が雇用関係という環境で生ずるかどうか決定すること
において，被用者の特別の義務に注意すること，そして被用者が，全ての状況
において，専ら使用者の利益のために行動しなくてはならないという立場に彼
自身を置いたかどうか尋ねることが必要である。受託者的義務違反かどうかを
決定することが可能であるのは，それらの義務が識別された場合だけである」
とし，Fishel 医師自身の海外での仕事は，受託者的義務違反に当たらないとさ
れた。
　他方，Fishel 医師が体外受精を行うためにスタッフを海外に派遣した時には，
38）
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彼はその私的収入に責任を負わされ利得のアカウントを要求された。それらの
スタッフに対し使用者のために働くように命じる Fishel 医師の義務と，スタ
ッフの海外での私的な仕事から利益を得るという Fishel 医師の個人的利益に
は利益相反があり，その行為が受託者的義務違反とされたためである。被告の
大学が，Fishel 医師自身の利益ではなく，大学の利益において彼がスタッフに
対し指示をするのを任せていたことに，疑いはなかったためである。
　以上のことから，当 Fishel 事件判決は，受託者的義務に注目すれば，次の
ように要約されよう。①雇用関係は信認関係ではない，②しかし，使用者と被
用者間の契約関係は，被用者が，専ら使用者の利益のために行動しなくてはな
らないという信認関係を共存させる場合がある，③信認関係が，雇用関係と共
存するかどうかについては，被用者の特別の義務に注意し，全ての状況におい
て，被用者が専ら使用者のために行動をしなくてはならないという立場に，被
用者自身を置いていたか否かにある，④被用者の受託者的義務は，被用者の誠
実義務，忠実義務，相互信頼義務と同じではない，ということである。
（ ３ ）Helmet Integrated Systems Ltd v Tunnard 事件判決
【概要】Tunnard 氏は，防火機器等の生産販売を行っている HISL 社に1993年から2002
年まで，上級セールスマンとして雇用されていたミドルクラスのマネージャーであった。
彼は，それまでの職業人生の全てをセールスマンとして過ごしていた。
　彼の雇用契約は，自ら競業を行わない，また競業者に助言しないという条項を含んで
おり，職務明細書（job specification）はライバル会社の競業状況や価格構成について
HISL 社に報告するよう要求していた。彼が雇用されていた時期に，HISL 社は消防団な
どに防火ヘルメットをデザインし販売していたが，この雇用の間に，彼は新式のヘルメ
ットに関するアイデアを思いついた。しかし，彼は彼の使用者がこのような新式のヘル
メットを開発することに利益を持っていないと信じた。
　2001年 9 月から雇用終了時の2002年 2 月までに，彼は，彼のアイデアを実行する準備
行動を起こした。彼は資金を得，デザイナーが最初の図面を準備するように手はずを整
え，デザインの仕事に着手した。 そして，新式ヘルメットを開発し続け HISL 社退職後
の2002年 4 月には，彼自身の会社を設立した。この準備期間中，彼は HISL 社が競争相
手であると認識していた。従って，彼の新式ヘルメットが，HISL 社の防火ヘルメット
とライバル関係にあることに争いはなかった。本事件は，HISL 社が Tunnard 氏に対し，
知的所有権の侵害，競業となる新ヘルメット開発についての忠実義務違反，競業活動の
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報告を会社に対して行なわなかったことについての受託者的義務違反についての訴訟を
提起したものである。請求は，第一審（patents county court）において却下されたため，
HISL 社が忠実義務違反と受託者的義務違反を主張し，上訴したものである。
　控訴院は，被用者は雇用期間中に競業準備活動を行いうるとして，黙示の忠
実義務違反を拒絶しているが，ここでは受託者的義務違反となるか否かのアプ
ローチに注目する。
　控訴院は，Fishel 事件に従い，信認関係が存在するかどうかを決定すること
において，雇用契約の下で特別の義務を Tunnerd 氏が負っていたかを確認す
ることの重要性を認めている。HISL 社は職務明細書の競業状況を報告する義
務に基づき，Tunnard 氏が受託者的義務を負っていると主張したが，拒絶さ
れた。その主要な理由は次の通りである。① Tunnard 氏は，競業に関わる情
報については，専ら HISL 社の利益のために用いなければならなかった，②も
し，Tunnard 氏が，競業に関わる情報を，彼自身の利益や，HISL 社以外の第
三者の利益のために用いるなら，彼は忠実義務および受託者的義務の違反とな
る。③しかし，Tunnard 氏は，デザイナーとしてではなく，セールスマンと
して雇用されていた。彼は雇用された時点から，雇用期間中に，離職後のため
に HISL 社と競業になる準備段階を持つ権利があった。もし，セールスマンで
ある彼に，デザイナーとしての競業準備活動まで制限するのであれば，契約上，
明白な文言（clear words）が必要とされる。職務明細書の文言は，競業準備の
自由を制限しない，④従って，Tunnard 氏の新式ヘルメット開発の準備活動
について，彼が HISL 社に報告しなければならないという受託者的義務あるい
はその他の義務を負ってはいない。
　この判決の結論からは，もし Tunnard 氏が第三者による競業活動を HISL
社に報告しなかった場合には，受託者的義務違反となったが，セールスマンと
しての彼自身が新デザイン商品の競業準備活動を行った場合は義務違反ではな
かった，ということになる。結論は，Tunnard 氏の雇用期間中の活動が競業
43）
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の準備活動以外の何ものでもなかったことに基づいており，妥当と思われるが，
Fishel 事件のいう「被用者の特別の義務」を認識するためには，実際上の難し
さが横たわっているように思われる。
２ ．小結－受託者的義務の適用アプローチ－
　⑴ Blake 事件判決は，一見，受託者的義務の射程を雇用関係の全事例に適用
するように見えるが，それは，契約関係を信認関係に変更してしまうことにも
なり，⑵ Fishel 事件判決も踏まえれば適切ではない。
　現在のイギリス法における被用者の受託者的義務の適用アプローチを原理的
に現しているのが，⑵ Fishel 事件判決であろう。雇用関係が一般的に信認関
係でないことを明確にするとともに，両者の共存が有りうることを認め，信認
関係が雇用契約によって制限され，それらの条件に適合しなければならないこ
とを明らかにしている。そして被用者が使用者に受託者的義務を負う基準が，
被用者に特別の義務が存在し，「全ての状況において，被用者が専ら使用者の
ために行動をしなくてはならないという立場に，被用者自身を置いていたかど
うか」にあるということになる。被用者が負っている契約義務を確かめずには，
彼自身を，彼の義務や使用者の利益と相反する立場に置いたかどうかを確認す
ることはできないであろうから，このアプローチそのものは正当と思われる。
　⑶ Tunnard 事件判決では，職務明細書に基づき，被用者が競業準備活動に
ついて被用者に報告を行わなかったことが，受託者的義務違反とされたが，競
業問題などにおいて，被用者に特別の義務が存在するか否かをどのように認識
するのかは難しい問題を含んでいるように思われる。
44）
なお，契約関係と信認関係の関係について，オーストラリアの判例である Hospital Products 
Ltd v United States Surgical Corporation 事件判決が次のように述べる。「契約関係と信認関係が，
同じ当事者間に共存する場合があることは，疑いがない。実際，基本的な契約関係の存在が，多
くの状況で，信認関係の存在に土台を提供している。これらの状況では，当事者の基本的な権利
と責任を規制するのは契約である。・・・・・もし，信認関係が存在するなら，契約条件にそれ
自身，一貫して適合しなくてはならない。信認関係は，契約がその真実に意図した作用を変更す
るような方法で，契約の上に重ねることはできない。」（(1984) 156 CLR 41, at 97 per Mason J）。
これについては，Fishel 事件判決以前に，Kelly ｖ Cooper 事件（[1993] AC 205, at 215 per Lord 
Blowne-Wilkinson）で承認されている。
44）
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　なお，その他に判例上，確認しうるアプローチとしては，被用者を上級
（senior）と下位（junior）の地位に区別し，上級被用者であれば受託者的義務
を負うと判断するものなどが存在するが，⑶ Tunnard 事件判決は，被用者の
地位よりはむしろ職務内容に注目している。
Ⅲ．Stafford & Ritchie の見解
１ ．被用者が受託者的義務を負う状況
　後述するように，被用者がどのような場合に受託者的義務を負うのかという
ことについての Stafford & Ritchie のアプローチは，Fishel 事件判決アプロー
チのより具体化をはかっているものと思われる。ここでは，Sttaford らが，被
用者が受託者的義務を負う可能性が高い状況と考えるものを概観した上で，彼
らのアプローチを検討する。
　彼らが，受託者的義務を負う可能性が高い状況とするのは，次のようなもの
であるが，一般的には，使用者が，契約条項によって，被用者の行動にコント
ロールと監督をより行えば，受託者的義務が課されることは妨げられることと
なろう。
①被用者が直接，会社資産（company assets）へのコントロールを持ってい
る場合
　被用者が，直接会社資産のコントロールを担う役割を持っている場合は，受
託者的義務を負う典型例である。倉庫の鍵を提供され，警備している被用者や
財務部門において会社資産の移転を扱っている被用者などがこれに当たる。
45）
46）
47）
48）
Crowson Fabrics Ltd v Rider [2007] EWHC 2942 (Ch), [2008] IRLR 288, [2008] FSR 17; Hanco 
ATM Systems Ltd v Cashbox [2007] EWHC 1599 (Ch). な お， 被 用 者 の 上 級（senior）・ 下 位
（junior）の区別に類似するものとして，カナダの最高裁判例である Canadian Aero Service Ltd 
v O’Malley (1973) 40 DLR (3d) 371がある。これは，被用者を上級の被用者とそうでない被用者
に区分し，上級の被用者を代理人とみなし，その者に受託者的義務を負わせるアプローチをとる。
Stafford & Ritchie, supra note 5, at 128-130.
Brinks Ltd v Abu-Saleh (No 3) [1999] CLC 133.
Charter plc v City Index Ltd [2008] 2 WLR 950.
45）
46）
47）
48）
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　②被用者が上位レベルのマネージメント機能を行使している場合
　③被用者が大きな自律性を有している場合
　被用者の権限が大きく，使用者をコミットする自律性が大きいほど受託者的
義務を負う可能性は大きい。反対に，詳細なマニュアルに基づき事務的な仕事
を実行するように自己の裁量がなく，使用者の資産へのアクセスがない被用者
は，受託者的義務を負う可能性が低い。下位の被用者で，契約上の義務が詳細
に規定されていれば，それだけ受託者的義務が負わされる余地はなくなる。
　④顧客と対面する被用者
　例えば，セールスマネージャーのように，使用者の監督なしに顧客と対面し，
契約締結を行うような被用者は，事務所で監督を受けつつ業務を行う被用者よ
り，受託者的義務を負う可能性が高い。
　⑤被用者による詐欺や賄賂の受領
　被用者による使用者への詐欺は，通常，被用者の受託者的義務違反となる。
使用者の資金の横領は，被用者が受託者的義務を課される典型的な状況である
会社資産へのコントロールを持ったか，それに関する意思決定や会社の財務に
対し裁量や自律性を持っていたことを示す。被用者による賄賂の受領も，被用
者がそれに関する裁量，自律性を持っていたことを示し，賄賂を受領した被用
者は通常，受託者的義務を使用者に対し負わされる。
　ここにおいて，Stafford らは，被用者が受託者的義務を負う状況について，
「会社資産」とその「アクセス」に注目して整理を行っているが，これらは
Flannigan のアプローチによっているので，それを少しく見ておこう。
　Flannigan は，受認者規制を，御都合主義（opportunism）的な行動の可能性
49）
50）
51）
52）
53）
Stafford らは，Fishel 事件と Tunnard 事件を例として挙げる。
Hospital Products Ltd v United States Surgical Corporation (1984) 156 CLR 41.
PMC Holdings Ltd v Smith [2002] EWHC 1575 (QB).
銀行の幹部被用者の受託者的義務違反の事例として，Agip (Africa) Ltd v Jackson [1990] Ch 
265; 食料雑貨店のマネージャーの事例として，Tesco Stores Ltd v Pook [2004] IRLR 618.
A-G v Reading [1951] AC 507; Tesco Stores Ltd v Pook [2004] IRLR 618.
49）
50）
51）
52）
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イギリス法における被用者の受託者的義務（小野里）
（325）　87
が生じうる関係について，それを阻止するよう意図する形の規制であるとする。
彼は，信認関係の決定的な特徴を，ある当事者が，他人の資産への明確かつ限
定されたアクセスを持っているということにあるとし，雇用関係が一般的にこ
のような関係であるとする。なお，カナダ法の受託者的義務は，一般的に「指
示的義務」傾向を持つが，Flannigan は「禁止的義務」の立場に立つ。
　雇用関係一般を信認関係とする点では，イギリス法の現状とは異なるが，
Stafford らは，Flannigan が用いる幅広い意味での「会社資産」とそれに対す
る明確な，もしくは限定された「アクセス」の程度を，受認者の立場に立つこ
とになるか否かのメルクマールとするアプローチに注目する。受認者は，彼自
身の利益のために信認関係を搾取（exploit）してはならないとされるが，被用
者における信認関係の搾取は，会社資産へのアクセスなしにはできないという
ことが，このアプローチの前提になっていよう。また，アクセスの程度が，被
用者がどの程度の自律と裁量を持っていたかということを示していると考える
こともできよう。
　このアプローチが被用者の状況に適用された場合は，まず，雇用契約の条件
などにおいて，明確なあるいは限定された会社資産へのアクセス（直接的に会
社資産を任されるか，間接的に会社資産に影響を与える決定や取引を託されているか）
の取り決めが存在したか否かが確認される。次に，アクセスを持っていたので
あれば，それに関わって無許可の相反や利益があったかどうかが問題にされる。
54） 55）
56）
57）
Supra note 7, ‘Fiduciary Duties of Shareholders and Directors’ [2004] JBL 277, at 288 fn 33; 
‘The [Fiduciary] Duty and Fidelity’ (2008) 124 LQR 274, at 288-291. Flannigan は，契約条件の
下で，被用者が使用者に負っている義務が識別されれば，被用者が専ら使用者の利益のために受
託者的義務を負うと考える。
カナダ法は，信認関係，及び受認者の特徴として，次のことをあげる。①受認者とは，ある裁
量あるいは権限行使のために範囲を持っている。②受認者は，受益者の法律上あるいは実際的な
利害関係に影響を与えるように一方的にその権限あるいは裁量を働かせることができる。③受益
者は，裁量あるいは権限を保有している受認者から，特有な被害を受けやすい。LAC Minerals 
Ltd v International Corona Resources Ltd (1988) 61 DLR (4th) 14; Norberg v Wynrib (1992) 92 
DLR (4th) 449; Hodgkinson v Simms (1995) 117 DLR (4th) 161.
Re Lands Allotment Company [1894] 1 Ch 616, at 631は，取締役は，単にその役職を理由にし
て受託者としてみなされない，「それらの者の手に届く金銭，または現実にそれらの者の支配下
にある金銭の」受託者として取り扱われるとしていた。
Sir Peter Millett, ‘Equity’s Place in the Law of Commerce’ (1998) 14 LQR 214, at  222.  
54）
55）
56）
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もし利益相反等があった場合は，ただ使用者の同意だけが責任を否定すること
となるというものである。
２ ．Stafford らのアプローチ
　このように，Stafford らのアプローチは，Fishel 事件判決アプローチに
Flannigan のアプローチを取り入れて，より具体化をはかるものと言え，以下
に述べるように，明示，黙示の契約条件と事実の状況によって，受託者的義務
を負っているかどうかを判断する，より実体を重視するものとなっている。
Stafford らのアプローチは，Flannigan のいう「会社資産」の内容について一
定の具体化をはかっているとも言えよう。
　なお，Stafford らのアプローチは，より実体を重視するものであるため，被
用者を上級と下位に区別し，上級被用者であれば一律，受託者的義務を負うと
判断するアプローチには，反対している。その理由として，①被用者の契約条
件は，被用者毎に異なり，特定の義務や責任を負っているはずであるが，上級
と下位の区分は，それら個々の特定の義務や責任に焦点を合わせないこと，②
上級被用者であれば受認者であり，下位被用者であれば受認者でないという
「オール・オア・ナッシング（all or nothing）」の結論が導かれてしまうこと，
③被用者を上級と下位に区分すること自体，そもそも実際上簡単ではないこと
などをあげている。
　結論として Stafford らが提案するアプローチの概要は，次のとおりである。
　①雇用関係において重要な明示・黙示の契約条件を確認する。
　②被用者によって引き受けられた義務と仕事を識別する。
　③被用者が義務と仕事を実行することにおける全ての状況で，専ら使用者の
58）
59）
60）
61）
Supra note 7, ‘The [Fiduciary] Duty of Fidelity’ (2008) 124 LQR 274, at 291 fn 84.
Stafford & Ritchie, supra note 5, at 111.
Stafford & Ritchie, supra note 5, at 132.
具体的には，契約条件からだけではなく，当事者の行動における方法，取扱の内容，取引方法
を確認することも有効とされている。NZ Netherlands Society ‘Oranje’ Inc v Kuys [1973] l WLR 
1126; Birtchnell v Equity Trustees, Executors and Agency Co Ltd (1929) 42 CLR 384.
58）
59）
60）
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利益のために行動しなければならなかったかどうかについて明らかにする（被
用者が，会社資産へのアクセスを持っている程度を確認する Flannigan のアプローチも
有効である）。具体的には，⒜被用者に課された義務と授けられた裁量の目的，
⒝義務あるいは裁量が，被用者による私利的行動を認める程度，⒞被用者の日
常的な活動が，使用者の直接的な監督を受けているか否か（被用者が直接的監督
を受けているなら，受託者的義務が課されない可能性が高い），⒟契約条項が，詳細
に義務の実行を規制していれば，受託者的義務を課す基礎はない。
　④義務が，専ら使用者の利益で行動すべき被用者によって負われている限り
において，契約関係とは別に信認関係が確立される。これによって，被用者に
「禁止的な」受託者的義務が課され，私利の誘惑によって，彼の義務の実行が
妨げられることを禁ずる。
Ⅳ　結びに代えて
　以上，本稿では，イギリス法において被用者が使用者に負う受託者的義務に
焦点を当て検討してきた。現在のイギリス法における被用者の受託者的義務は，
Fishel 事件判決などが示すように雇用関係は一般的に信認関係ではなく，両者
が共存する場合は，契約関係が信認関係に土台を提供し，信認関係は契約関係
に適合しなければならないという立場に立っていよう。このことは，被用者に
おける黙示の契約義務である誠実義務・忠実義務・相互信頼義務などとの関係
を考えても，正当なことと思われる。なお，禁止的義務アプローチの論者は，
受託者的義務を単独では存在できない「寄生的（parasitic）」なもので，本人
（principal）などの利益を維持・促進する主要義務を果たさせるための利害関
係避止を，その機能であるとし，また，受託者的義務は，受認者が主要義務で
ある非受託者的義務の違反する機会を減少させるために，補助的・予防的に働
くと説明する。これを前提にすると，被用者の受託者的義務が，契約関係に適
62）
63）
Birks, supra note 1, at 60-63.
Conaglen, supra note 1, at 59-76.
62）
63）
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合し，それによって制限されるべきとされるのも当然であろう。
　また，Fishel 事件判決は，被用者が受託者的義務を負う基準を「全ての状況
において，被用者が専ら使用者のために行動しなくてはならないという立場に，
被用者自身を置いていたかどうか」とするが，このアプローチは，黙示の契約
義務との相違を明確にするとともに，使用者への衡平法の救済の限界を画する
と思われる。受託者的義務を負うか否かの原理的基準を明らかにすることは，
衡平法上の救済が認められるか否かを明らかにすることでもあり，その重要性
は言うまでもない。この意味で，Stafford らのアプローチが，信認関係の特徴
を，ある当事者が他人の資産への（被用者については会社資産への），明確かつ限
定されたアクセスを持っているということにあるとする Flannigan アプローチ
を援用しつつ，Fishel 事件判決アプローチのより具体化を意図したことは，受
認者概念把握としても興味深い。また，会社法には登場しない被用者が「会社
資産」との関係で把握されるのも信認法らしいアプローチと言えよう。もっと
も，このようなより実体を重視したアプローチは，被用者に対し，必要以上の
受託者的義務を課すこととなる危険性も否定できないように思われる。使用者
の利益が過度に重視されたり，被用者の有する利益が無視されることのないア
プローチであるかどうか，今後の判例の動向とあわせて検証が必要であろう。
　本稿で検討してきた被用者に受託者的義務が適用される状況が，被用者の幅
広い裁量や自律性，会社資産へのアクセスにあるとすれば，日本企業経営の特
徴とされるボトムアップの意思決定や，被用者への権限委譲が大きいこと，意
思決定権限が企業の各部に分散しているとされる状況にはよく合致するように
思われる。例えば，伊丹教授の唱える「人本主義企業」における「コア従業員
（企業に長期的にコミットしている経営者や働く人々）」の概念は，Stafford が整理
64）
65）
日本法においては，契約から発生する中心的な債務を給付義務と呼び，中心的な債務に付随し
て生じる義務群は付随義務と呼ぶことがある。一般的に，給付義務は「契約の目的を達成する義
務」であり，付随義務は「給付義務を実現すべく配慮すべき義務」と考えられている。この付随
義務は，当事者の合意によることなく，基本的債務以外の義務として課されるものであり，信義
則を根拠に導かれるのが普通であるが，契約の性質から導かれるものであるとも説明される（大
村敦志『基本民法Ⅱ〔第 2 版〕』（有斐閣，2005年）37頁）が，考え方は類似する。
ただし，伊丹教授の「コア従業員」の概念は，「企業にコミットし，希少な資源（労働サービ
64）
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した被用者が受託者的義務を負う状況と類似点も多いと思われる。
　しかし，被用者に受託者的義務が適用される状況が，被用者の幅広い裁量や
自律性，会社資産へのアクセスであったとしても，受託者的義務が「禁止的義
務」である限り，「人本主義企業」の特徴とされるような，働く人々が「「言わ
れた通り，あるいは言われただけ，過不足なく働く」というレベルを超えて，
より積極的な関わりを企業活動に持つ可能性」が出，「成長志向的な企業行動
に，人々が協力する仕組み」を作り出すわけではない。禁止的な受託者義務は
積極的義務を提供しないためである。このような，従業員が献身的に企業利益
に貢献する日本的経営に近い発想については，イギリスにおいては，例えば
Collins が，従業員が当該企業管理に参加し，従業員のフレキシビリティや協
力を求める経営上の決定について発言できる制度を意味する「パートナーシッ
プ」をベターなものとして評価している。
　なお，本稿において，受託者的義務違反の救済に関わる特徴などについては，
紙幅を割くことができなかった。取締役の受託者的義務違反の救済面も含め，
今後の課題といたしたい。
66）
67）
68） 69）
ス）を提供し，競争力の源泉へのもっとも本質的な貢献をし，リスクを負担している」者で，従
業員主権における主権者を想定する概念である（伊丹敬之『日本型コーポレートガバナンス』
（日本経済新聞出版社，2000年）102頁）。
伊丹敬之『人本主義企業』（日本経済新聞社，2002年）116頁。
Blair 元首相のパートナーシップの概念は，ある意味で，労働者が献身的に企業利益に貢献す
る日本的経営に近い発想が見られるとする見解に，小宮・前掲注23），33頁。
Supra note 24, Ch. 6. なお，Collins のこの著書は，「第三の道」的観点と呼ぶことができる枠
組みを採用し，彼が，中道左派の政治的観点の鍵となる諸原則であると理解するものに沿って題
材が構成されている。
Collins は，企業の競争力を強化するために個別労使関係のレベルでは，企業における被用者
と使用者の「協力」を，集団的労使関係のレベルでは「パートナーシップ」制度をベターなもの
として評価している。被用者が裁量と自律性を有していることを前提に，「協力」については，
使用者と被用者の協力を確保するための「相互の信頼性」を法的にサポートする手段として，不
十分なものと評価しつつも「黙示条項」を挙げている。また，パートナーシップの効果的な形態
については，好ましい制度的モデルがあるとしても，それを法的に課すことは，多様な労働者代
表システムを生み出す可能性を妨げる虞があると考えられているようである（Supra note 24, at 
106-107, 120. 清水敏「労使関係における協力とパートナーシップ─コリンズの示唆するもの」
『イギリス労働法の新展開』（成文堂，2009年）262-266頁）。なお，Collins のパートナーシップ
論・共生的契約関係への批判については，唐津博「イギリスにおける新たな労働法パラダイム
論」同上『イギリス労働法の新展開』32-33頁など。
66）
67）
68）
69）
92　（330）
　［付記］　筆者は，京都学園大学総合研究所の助成（2010年度在外研究）により，2010
年 9 月から 1 年間の予定で，英国オックスフォード大学法学部において在外研
究中であり，本稿はこの研究成果の一部である。
